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三重県公文書等管理条例（仮称）中間案 

規 定 案 規定案の趣旨等  ※懇話会委員からの意見 

第1章 総則  

第1条（目的） 

この条例は、県民による参加の下、県民と県との協働により、公正で民主的な

県政を推進していくためには、県の諸活動及び歴史的に重要な事実の記録であ

り、県民共有の知的資源である公文書等を県民が主体的に利用し得るものとする

ことが重要であることに鑑み、公文書等の管理に関する基本的事項を定めること

等により、公文書の適正な管理、特定歴史公文書等の適切な保存、利用等を図り、

もって県政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、県の諸活動を現

在及び将来の県民に説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。 

 

・ 「公文書は行政だけでなく県民全てのもの」という考

え方を明確にし、公文書を現在だけでなく将来の県民に

対しても残していくため、公文書等の管理、保存の手続

を定め、県民と県との協働による県政の推進をより一層

進めていくために、本条例を制定するという目的を明記 

第2条（定義） 

この条例において「実施機関」とは、知事、議会、教育委員会、公安委員会、

警察本部長、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、労働委員会、収用委員会、

海区漁業調整委員会、内水面漁場管理委員会及び公営企業管理者並びに県が設立

した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成15年法律第118号）第2条第

1項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）をいう。 

 

・ 県情報公開条例で定義している実施機関と同一の機

関を本条例の対象として規定する。公文書の適正な管理

と情報公開の適正な運用は車の両輪にも例えられると

ころであり、県情報公開条例の実施機関を公文書等の適

正な管理について定める本条例の実施機関にも位置付

けることにより、県情報公開条例の一層適正な運用を期

待できる。 

２ この条例において「公文書」とは、実施機関の職員が職務上作成し、又は取得

した文書、図画、写真、フィルム及び電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その

他人の知覚によっては認識することができない方式で作られた記録をいう。第20

条において同じ。）であって、当該実施機関の職員（県が設立した地方独立行政法

人の役員を含む。以下同じ。）が組織的に用いるものとして、当該実施機関が保有

しているものをいう。ただし、次に掲げるものを除く。 

一 官報、公報、白書、新聞、雑誌、書籍その他不特定多数の者に販売すること

を目的として発行されるもの 

・ 県情報公開条例と同一の定義とする（国においても同

様の整理となっている。また、県情報公開条例において

規定している公文書の範囲が本条例の制定によって変

わることは、範囲の拡大・縮小いずれであったとしても、

現在の情報公開制度の適正な運用に疑義を持たれるこ

とになり得るため）。 

・ 現行の県情報公開条例の「公文書」の定義から除かれ

るものとして、本項第2号の「特定歴史公文書等」を追 
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二 特定歴史公文書等 

三 三重県立図書館その他実施機関が別に定める機関において管理され、かつ、

歴史的若しくは文化的な資料又は学術研究用の資料として特別の管理がされ

ているもの（前号に掲げるものを除く。） 

加する。本条第4項で定義しているが、実施機関で保存

されていた「公文書」の保存期間が満了したことにより、

これまで廃棄されていたものに加え、歴史的に重要な価

値を有する文書として博物館で保存されるものが生じ

るためである。 

※ 公文書の範囲については、県情報公開条例及び現在

の公文書管理規程で定めている内容で問題ない。組織

共用の考え方についても、一定の職以上で共有してい

るということは妥当と思われる。 

３ この条例において「歴史公文書等」とは、次に掲げる文書をいう。 

一 実施機関の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関す

る重要な情報が記録された文書 

二 県民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書 

三 県民を取り巻く社会環境、自然環境等に関する重要な情報が記録された文書 

四 県の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書 

五 前各号に掲げるもののほか、歴史資料として重要な情報が記録された公文書

その他の文書 

・ 本条例において、県の諸活動に対する説明責任を果た

していく上で歴史的に価値があり、将来にわたって管

理・保存を行っていくべき文書の範囲を明確化すること

が重要であることから、他県（鳥取、香川、滋賀等）と

同様に、国の「行政文書の管理に関するガイドライン」

別表第2において示された4項目を、本項第1号から第

4号までに規定する。 

ガイドラインⅠ～Ⅳの文書については、例えば次のよ

うな情報が記録された文書が対象とされている。 

Ⅰ 国の機関の設置、統合、廃止、改編の経緯並びに各

組織の構造や権限及び機能の根拠に関する情報 

Ⅱ 国民の権利及び義務の法令上の根拠並びに個人及

び法人の権利及び義務の得喪に関する基準や指針等

の設定に関する経緯も含めた情報 

Ⅲ 政策の変更や優先順位の設定に影響を与えた社会

環境、自然環境等に関する情報 

Ⅳ 学術の成果やその顕彰等及び文化、芸術、技術等の

功績等のうち重要なものに関する情報 

・ 詳細については、「歴史資料として重要な公文書の移

管等に関する規程」（平成26年三重県訓令第5号）及び 
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 「公文書選別・移管事務処理要領」の内容等も踏まえつ

つ、各実施機関が定める「公文書管理規程」に具体的な

文書の種類を示す形で明記する。 

※ 公文書の範囲を抽象的なものとすると、職員にとっ

ても分かりにくい。国ガイドライン等を参考に、具体

的な内容を規程等に落とし込んでいくべき。 

４ この条例において「特定歴史公文書等」とは、歴史公文書等のうち、次に掲げ

るものをいう。 

一 第9条第1項の規定により三重県総合博物館（以下単に「博物館」という。）

に移管されたもの 

二 法人その他の団体（県及び県が設立した地方独立行政法人を除く。第14条第

1項第2号及び第40条において「法人等」という。）又は個人から博物館に寄

贈され、又は寄託されたもののうち、公文書に類するものとして知事が指定す

るもの 

・ 博物館には、博物館収蔵資料として多数の古文書等の

文書が寄贈、寄託されているため、これらの収蔵資料と

本条例の対象とする特定歴史公文書等を区分する必要

があることから、第2号を規定 

 

５ この条例において「公文書等」とは、公文書及び特定歴史公文書等をいう。  

第3条（他の法令等との関係） 

公文書等の管理については、法令又は他の条例に特別の定めがある場合を除く

ほか、この条例の定めるところによる。 

・ 公文書等の管理に関して、この条例が一般法であるこ

とを明記（例えば、保存期間に関して、法令で定められ

ているもの（公職選挙法第192条第3項、政治資金規正

法第20条の2第1項等）を除き、この条例の規定に基

づく定めが優先する等） 

第2章 公文書の管理 
〇 本章の規定は、第7条を除き、公文書等管理法第4条

から第10条までの規定に準じて作成 

第4条（文書の作成） 

実施機関の職員は、第1条の目的の達成に資するため、当該実施機関における

経緯も含めた意思決定に係る過程並びに当該実施機関の事務及び事業の実績を

合理的に跡付け、又は検証することができるよう、処理に係る事案が軽微なもの

である場合を除き、次に掲げる事項その他公文書管理規程（第 11 条第 1 項に規

定する公文書管理規程をいう。以下同じ。）で定める事項について、文書を作成し 

 

・ 「文書主義」（行政機関の事務の処理は、原則として

文書によるものとする。）を踏まえ、さらに、第1条の

目的（県行政を県民及び県の協働により進める）のため

には、県行政がどのような経緯で意思決定を行ったのか

を将来にわたって検証できる形での文書作成が必要で 
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なければならない。 

一 条例の制定又は改廃及びその経緯 

二 行政運営若しくは政策の基本的な事項を定める方針又は計画の策定又は改

正 

三 複数の実施機関による申合せ又は他の実施機関若しくは地方公共団体に対

して示す基準の設定及びその経緯 

四 個人又は法人の権利義務の得喪及びその経緯 

五 職員の人事に関する事項 

あることを明記し、職員に義務付ける規定 

・ 特に、第1号から第5号までに規定した内容について

は、その経緯も含め文書を作成することが必要 

・ 「処理に係る事案が軽微なものである場合」とは、国

ガイドラインにおいては、「事後に確認が必要とされる

ものではなく、文書を作成しなくとも職務上支障が生じ

ず、かつ当該事案が歴史的価値を有さないような場合で

あり、例えば、所掌事務に関する単なる照会・問い合わ

せに対する応答、行政機関内部における日常的業務の連

絡・打合せ等が考えられる」と述べられている。 

第5条（整理） 

実施機関の職員が公文書を作成し、又は取得したときは、当該実施機関は、公

文書管理規程で定めるところにより、当該公文書について系統的に分類し、名称

を付するとともに、保存期間及び保存期間の満了する日を設定しなければならな

い。 

 

・ 本条第1項から第4項までは、現在の県公文書管理規

程に基づき実施されている内容でもあるが、適正な公文

書管理をより一層推進していくための大前提として条

例で明記する必要があることから、条文化したもの 

※ 公文書の保存期間についても、現在の公文書管理規

程で不自然なものはない。ただ、保存期間1年未満の

ものについては、国では限定列挙しており、県でも同

様にすべき。 

２ 実施機関は、能率的な事務又は事業の処理及び公文書の適切な保存に資するよ

う、単独で管理することが適当であると認める公文書を除き、適時に、相互に密

接な関連を有する公文書（保存期間を同じくすることが適当であるものに限る。）

を一の集合物（以下「公文書ファイル」という。）にまとめなければならない。 

・ これまで、紙媒体を編てつすることを前提として「簿

冊」という名称を一般的に用いてきたが、県民に分かり

やすくという観点から、また電子化の進展に対応し、「公

文書ファイル」と呼称することとする。 

※ 県民への分かりやすさという部分で、「簿冊」を「文

書ファイル」としてもよいのではないか。 

３ 前項の場合において、実施機関は、公文書管理規程で定めるところにより、当

該公文書ファイルについて系統的に分類し、名称を付するとともに、保存期間及

び保存期間の満了する日を設定しなければならない。 
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４ 実施機関は、必要があると認めるときは、公文書管理規程で定めるところによ

り、第1項及び前項の規定により設定した保存期間及び保存期間の満了する日を

延長することができる。 

 

５ 実施機関は、公文書ファイル及び単独で管理することが適当であると認める公

文書（以下「公文書ファイル等」という。）について、保存期間（前項の規定によ

り延長された場合にあっては、延長後の保存期間。以下同じ。）の満了前のできる

限り早い時期に、保存期間が満了したときの措置として、歴史公文書等に該当す

るものにあっては博物館への移管の措置を、それ以外のものにあっては廃棄の措

置をとるべきことを定めなければならない。 

・ 国及び公文書等管理条例を制定した県で導入されて

いる「レコードスケジュール」を公文書ファイル等ごと

に設定することを義務付ける規定 

・ 具体的な措置の基準については、「歴史資料として重

要な公文書の移管等に関する規程」及び「公文書選別・

移管事務処理要領」の内容等も踏まえつつ、各実施機関

が定める「公文書管理規程」に具体的な公文書ファイル

等の名称を示す形で明記する。 

※ レコードスケジュールは導入すべき。導入に当たっ

ては、歴史的価値の観点を含め、選別基準を明確にす

べき。 

第6条（保存） 

実施機関は、公文書ファイル等について、当該公文書ファイル等の保存期間の

満了する日までの間、その内容、時の経過、利用の状況等に応じ、適切な保存及

び利用を確保するために必要な場所において、適切な記録媒体により、識別を容

易にするための措置を講じた上で保存しなければならない。 

・ 公文書の適切な保存を各実施機関に義務付けること

を規定 

・ 公文書の作成については各実施機関で適正に行われ

ているが、整理、保存についてはこれまでの不適正事案

から十分でないと考えられる箇所があったため、規定と

して明記（現状においては、各所属から引継を受けて総

務部書庫で保存する公文書ファイル等が多いものの、そ

の利用状況によっては各所属での保存が適切である場

合もあり、個々の公文書ファイル等の状況に応じて適切

に管理の方法を選択する必要がある。） 

第7条（公文書の書換え等の禁止） 

実施機関の職員は、正当な理由がある場合を除くほか、公文書の一部又は全部

を書き換え、又は差し替える等の行為を行ってはならない。 

 

・ 平成 24 年の不祥事を踏まえ、二度と同様の事案を発

生させないことを組織として明確にするため規定（他県

では条例化されていない。） 
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第8条（公文書ファイル管理簿） 

実施機関は、公文書ファイル等の管理を適切に行うため、公文書管理規程で定

めるところにより、公文書ファイル等の分類、名称、保存期間、保存期間の満了

する日、保存期間が満了したときの措置及び保存場所その他の必要な事項（三重

県情報公開条例（平成11年三重県条例第42号）第7条に規定する非開示情報を

除く。）を帳簿（次項において「公文書ファイル管理簿」という。）に記載しなけ

ればならない。ただし、1 年未満の保存期間が設定された公文書ファイル等につ

いては、この限りでない。 

 

・ 「公文書ファイル管理簿」：現在の県公文書管理規程

では「公文書管理目録」 

・ 記載方法等の詳細については、各実施機関が定める公

文書管理規程に規定 

・ 「1年未満の保存期間が設定された公文書ファイル等」

は、例えば、国ガイドラインでは以下のような類型に該

当する文書のみを編綴した公文書ファイル等が示され

ている。 

① 別途、正本・原本が管理されている公文書の写し 

② 定型的・日常的な業務連絡、日程表等 

③ 出版物や公表物を編集した文書 

④ 〇〇省の所掌事務に関する事実関係の問合せへの

応答 

⑤ 明白な誤り等の客観的な正確性の観点から利用に

適さなくなった文書 

⑥ 意思決定の途中段階で作成したもので、当該意思決

定に与える影響がないものとして、長期間の保存を要

しないと判断される文書 等 

※ 公文書の保存期間についても、現在の公文書管理規

程で不自然なものはない。ただ、保存期間1年未満の

ものについては、国では限定列挙しており、県でも同

様にすべき。 

２ 実施機関は、公文書ファイル管理簿について、公文書管理規程で定めるところ

により、一般の閲覧に供するとともに、インターネットの利用その他の方法によ

り公表しなければならない。 

・ 現在でも、情報公開窓口において、簿冊管理目録の公

表を行っているが、情報公開の観点からの措置のため、

現存する公文書ファイル等に限られている。第1条の目

的の達成に資するため、廃棄・移管されたものを含めた

公文書ファイル管理簿を公表していくことを規定 
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第9条（移管又は廃棄） 

実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイル等について、第5条第5項の

規定による定めに基づき、博物館に移管し、又は廃棄しなければならない。 

 

・ 「第5条第5項の規定による定め」：レコードスケジ

ュール 

２ 実施機関は、保存期間が満了した公文書ファイル等を廃棄しようとするとき

は、あらかじめ、その旨を知事に報告しなければならない。 

・ 本条第2項から第5項までの規定は、実施機関が定め

たレコードスケジュールが、時の経過、社会情勢の変化

等により変わり得ることを踏まえ、保存期間が満了した

段階で改めて公文書ファイル等の内容を確認できる旨

を規定したもの 

・ 公文書等管理法や一部の県の条例では、廃棄に当たっ

て内閣総理大臣又は知事の同意を要すると規定してい

るが、本条例では、第三者機関である審査会への諮問・

答申を経て制定された各実施機関の公文書管理規程に

基づき実施機関が廃棄と判断した公文書について、改め

て第三者機関である審査会に意見を聴き、保存期間を延

長する場合を除いて、当該公文書を博物館に移管しなけ

ればならないとした。 

３ 知事は、前項の規定による報告があったときは、速やかに、当該報告に係る公

文書ファイル等にまとめられた公文書が歴史公文書等に該当するか否かについ

て、三重県公文書等管理審査会（以下「審査会」という。）の意見を聴かなければ

ならない。 

４ 知事は、前項の意見を勘案し、第2項の報告に係る公文書ファイル等にまとめ

られた公文書が歴史公文書等に該当すると認めるときは、当該公文書ファイル等

を保有する実施機関に対し、当該公文書ファイル等を廃棄しないよう求めるもの

とする。 

５ 実施機関は、前項の規定による求めがあったときは、当該公文書ファイル等に

ついて、第5条第4項の規定により保存期間及び保存期間の満了する日を延長す

る場合を除き、当該求めを踏まえて同条第5項の規定による定めを変更し、当該

公文書ファイル等を博物館に移管しなければならない。 

※ 行政のみで廃棄を判断することは、透明性の点から

見て不十分であり、第三者の視点が必要になってきて

いる。 

※ 第三者委員会が全ての文書の内容まで見た上で廃

棄を判断することは、物理的に不可能。 

６ 実施機関は、第1項又は前項の規定により博物館に移管する公文書ファイル等 ・ 実施機関は、移管する公文書ファイル等に利用制限情 

について、第 14 条第 1 項第 1 号に掲げる場合に該当するものとして博物館にお

いて利用の制限を行うことが適切であると認める場合には、その旨の意見を付さ

なければならない。 

報（個人情報、法人情報、法令秘情報、事務事業情報、

公共安全情報）が含まれる場合には、公文書ファイル等

の移管時にその旨を付さなければならない旨を規定 

第10条（管理状況の報告等） 

実施機関は、公文書ファイル管理簿の記載状況その他の公文書の管理の状況に

ついて、毎年度、知事に報告しなければならない。 

 

・ 公文書の適正な管理を一層推進するため、知事は、毎

年度、各実施機関に報告を求め、その概要を公表すると 
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２ 知事は、毎年度、前項の規定による報告を取りまとめ、その概要を公表しなけ

ればならない。 

ともに、必要に応じて、各実施機関の状況の調査を行う

場合の根拠となる規定 

３ 知事は、第1項に定めるもののほか、公文書の適正な管理を確保するために必

要があると認める場合には、実施機関に対し、公文書の管理について、その状況

に関する報告若しくは資料の提出を求め、又は当該職員に実地調査を行わせるこ

とができる。 

 

第11条（公文書管理規程） 

実施機関は、公文書の管理が第4条から前条までの規定に基づき適正に行われ

ることを確保するため、公文書管理規程（公文書の管理に関する定めをいう。以

下同じ。）を設けなければならない。 

 

・ 公文書管理規程の制定、改正に当たっては、透明性・

公平性の確保を図るため、第三者機関である審査会への

諮問・答申を義務付け…規定自体は、第5章（第三者機

関の設置規定）に盛り込む。 

２ 公文書管理規程には、公文書に関する次に掲げる事項を記載しなければならな

い。 

一 収受に関する事項 

二 作成に関する事項 

三 整理に関する事項 

四 保存に関する事項 

五 公文書ファイル管理簿に関する事項 

六 保存期間が満了したときの措置に関する事項 

七 管理状況の報告に関する事項 

八 前各号に掲げるもののほか、公文書の管理が適正に行われることを確保する

ために必要な事項 

・ 公文書等管理法第10条第2項と同様の規定になって

いるが、国のガイドライン「第3 作成」の内容、県に

おける公文書管理の実態を踏まえ、「収受に関する事項」

についても、公文書管理規程に規定する必要があること

から、本項第1号に規定 

３ 実施機関は、公文書管理規程を設けたときは、遅滞なく、これを公表しなけれ

ばならない。これを変更したときも、同様とする。 

 

第3章 特定歴史公文書等の保存、利用等 

〇 本章の規定については、公文書等管理法第15条～第

20 条及び第 23 条～第 26 条の規定を踏まえ、県民の特

定歴史公文書等の利用方法等について、県情報公開条例

で定める開示手続等を参考に作成している。 
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第12条（特定歴史公文書等の保存等） 

知事は、特定歴史公文書等について、第23条の規定により廃棄されるに至る場

合を除き、博物館において永久に保存しなければならない。 

 

・ 公文書等管理法第15 条の規定に準じ、各実施機関か

ら博物館に移管された特定歴史公文書等については、第

三者機関である審査会の意見を聴いた上で廃棄する場

合を除き、永久に保存していくことを明記 

２ 知事は、特定歴史公文書等について、その内容、保存状態、時の経過、利用の

状況等に応じ、適切な保存及び利用を確保するために必要な場所において、適切

な記録媒体により、識別を容易にするための措置を講じた上で保存しなければな

らない。 

 

３ 知事は、特定歴史公文書等に個人情報（三重県個人情報保護条例（平成14年三

重県条例第1号）第2条第1項に規定する個人情報をいう。以下同じ。）が記録さ

れている場合には、当該個人情報の漏えいの防止のために必要な措置を講じなけ

ればならない。 

・ 県個人情報保護条例では『死者に関する情報であって

も適正に管理すべき必要性は、生存する者に関する情報

と異ならないこと』、『実務上、全ての個人情報の主体が

その後死者となったかどうかを把握していないこと』を

理由に「死者に関する情報」も「個人情報」に含めるこ

ととしており、これは、特定歴史公文書等の取扱いにお

いても同様であると考えるので、本条例でも死者を含め

ることとする。 

・ なお、利用請求がなされた公文書ファイル等に個人情

報が含まれる場合には、第14条（利用請求の取扱い）

第2項に基づき、時の経過等を考慮して利用の可否を判

断することになる。 

４ 知事は、規則で定めるところにより、特定歴史公文書等の分類、名称その他の ・ 「規則で定めるところにより」については、新たに知 

特定歴史公文書等の適切な保存を行い、及び適切な利用に資するために必要な事

項を記載した目録を作成し、公表しなければならない。 

事の規則として「三重県特定歴史公文書等の利用等に関

する規則（仮称）」を策定する。 

 ◆ 規則に定める事項（案） 

・ 目録の作成、公表（目録に掲載する事項を含む。） 

・ 特定歴史公文書等利用請求書、決定通知書等の様式 

・ 利用の方法（費用負担額を含む。） 
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  ・ 特定歴史公文書等に関する権限の委任 

・ 「三重県特定歴史公文書等の利用等に関する規則（仮

称）」の策定に当たっては、公文書管理規程と同様に第

三者機関である審査会に諮問する。 

第13条（利用請求の方法） 

特定歴史公文書等の利用の請求（以下「利用請求」という。）をしようとするも

のは、次に掲げる事項を記載した書面（以下「利用請求書」という。）を知事に提

出しなければならない。 

一 利用請求をしようとするものの氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人

その他の団体にあっては代表者の氏名 

二 前条第4項の目録に記載された当該利用請求に係る特定歴史公文書等の名称 

三 前二号に掲げるもののほか、規則で定める事項 

 

・ 本条から第21条（費用負担）までの特定歴史公文書

等の利用請求に関する規定の見出し及び規定順は、県情

報公開条例に準じて整理（法、他県条例の規定順とは異

なる。） 

・ 第3号の「規則で定める事項」としては、県情報公開

条例と同様に「利用の方法（閲覧、写しの交付等）」等

の項目を予定 

２ 知事は、利用請求書に形式上の不備があると認めるときは、利用請求をしたも

の（以下「利用請求者」という。）に対し、相当の期間を定めて、その補正を求め

ることができる。この場合において、知事は、利用請求者に対し、補正の参考と

なる情報を提供するよう努めなければならない。 

 

第14条（利用請求の取扱い） 

知事は、利用請求があったときは、次に掲げる場合を除き、利用請求者に対し、

当該利用請求に係る特定歴史公文書等を利用させなければならない。 

 

・ 利用請求がなされた場合の県の責務、利用させない場

合の取扱い等を規定 

一 当該特定歴史公文書等が実施機関から移管されたものであって、当該特定歴

史公文書等に次に掲げる情報が記録されている場合 

イ 三重県情報公開条例第7条第1号、第3号又は第6号（ロからニまでを除 

 

 

・ 「法令秘情報」、「法人情報」、「事務事業情報」 

く。）に掲げる情報 

ロ 三重県情報公開条例第7条第2号に掲げる情報 

ハ 公にすることにより、犯罪の予防、鎮圧又は捜査、公訴の維持、刑の執行

その他の公共の安全と秩序の維持に支障を及ぼすおそれがあると当該特定

歴史公文書等を移管した実施機関が認めることにつき相当の理由がある情

報 

 

・ 「個人情報」 

・ 「公共安全情報」に相当するが、当該特定歴史公文書

等は既に博物館に移管されているので、移管元の実施機

関への確認が必要となる。具体的には、第19条第3項

（第三者に対する意見書提出の機会の付与等）により移 
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二 当該特定歴史公文書等がその全部又は一部を一定の期間公にしないことを

条件に個人又は法人等から寄贈され、又は寄託されたものであって、当該期間

が経過していない場合 

三 当該特定歴史公文書等の原本を利用に供することにより当該原本の破損若

しくは汚損を生ずるおそれがある場合又は当該特定歴史公文書等を保存する

博物館において当該原本が現に使用されている場合 

管元の実施機関に意見書提出の機会を与え、当該意見書

の内容を踏まえて知事が相当の理由の有無を判断する

ことになる。 

・ 特定歴史公文書等には個人等からの寄贈文書を含め

て規定しており、このような場合も想定できるため規定 

２ 知事は、利用請求に係る特定歴史公文書等が前項第1号に該当するか否かにつ

いて判断するに当たっては、当該特定歴史公文書等が公文書として作成され、又

は取得されてからの時の経過を考慮するとともに、当該特定歴史公文書等に第 9

条第6項の意見が付されている場合には、当該意見を参酌しなければならない。 

・ 個人、法人等の権利利益や公共の利益を保護する必要

性は、時の経過やそれに伴う社会情勢の変化に伴い失わ

れることも、逆に重要性が増すこともあり得ることか

ら、「時の経過を考慮する」旨を規定 

  判断にあたっては、国際的な慣行である「30 年ルー

ル」（利用制限は原則として作成又は取得されてから30

年を超えないものとする考え方）を踏まえるものとし、

時の経過を考慮してもなお利用を制限すべき情報があ

る場合に必要最小限の制限を行うこととする。したがっ

て、特定歴史公文書等に記録されている個人情報につい

ては、作成又は取得の日から30年以上の一定の期間が 

 経過し、個人の権利利益を害するおそれがあると認めら

れなくなった時点で利用制限情報に該当しないと判断

することとなる。 

→ 個人の権利利益を害するおそれがあるかについて

検討を行う「一定の期間」の目安 

（例）学歴、職歴、財産又は所得等 50年 

国籍、人種又は民族、信仰、思想、刑法等の犯罪歴（罰金以

下の刑） 80年 

刑法等の犯罪歴（禁錮以上の刑）、重篤な遺伝性の疾病、精 
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 神障害その他の健康状態 110年を超える適切な年 

３ 知事は、第1項第1号又は第2号に掲げる場合であっても、第1項第1号イか

らハまでに掲げる情報又は同項第2号の条件に係る情報が記録されている部分を

容易に区分して除くことができるときは、利用請求者に対し、当該部分を除いた

部分を利用させなければならない。ただし、当該部分を除いた部分に有意の情報

が記録されていないと認められるときは、この限りでない。 

 

第15条（本人情報の取扱い） 

知事は、前条第1項第1号ロの規定にかかわらず、同号ロに掲げる情報により

識別される特定の個人（以下この条において「本人」という。）から、当該情報が

記録されている特定歴史公文書等について利用請求があった場合において、規則

で定めるところにより本人であることを示す書類の提示又は提出があったとき

は、本人の生命、身体、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報が記録さ

れている場合を除き、当該特定歴史公文書等につき同号ロに掲げる情報が記録さ

れている部分についても、利用させなければならない。 

 

・ 個人が、自身に関する情報が記録されている特定歴史

公文書等の利用請求を行った場合、特に当該個人の生

命、身体、生活等を侵害するおそれがある情報を除いた

個人情報が記録されている特定歴史公文書等を利用さ

せなければならないことを規定（自己情報開示規定） 

第16条（利用請求に対する措置） 

知事は、利用請求に係る特定歴史公文書等の全部又は一部を利用させるとき

は、その旨の決定をし、利用請求者に対し、その旨及び特定歴史公文書等の利用

に関し規則で定める事項を書面により通知しなければならない。 

 

・ 利用請求に対する県の回答義務を規定 

・ 「特定歴史公文書等の利用に関し規則で定める事項」

としては、「利用の方法（閲覧、写しの交付等）」、「利用

させる日時」等を予定 

２ 知事は、利用請求に係る特定歴史公文書等の全部を利用させないときは、その

旨の決定をし、利用請求者に対し、その旨を書面により通知しなければならない。 

 

３ 知事は、第1項の決定のうち一部を利用させる旨の決定又は前項の決定をした  

ときは、前二項に規定する書面に利用請求に係る特定歴史公文書等の一部又は全

部を利用させない理由を併せて記載しなければならない。 

 

第17条（利用決定等の期限） 

前条第1項又は第2項の決定（以下「利用決定等」という。）は、利用請求書が

提出された日から起算して30日以内にしなければならない。ただし、第13条第

2項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該 

 

・ 利用決定等についての回答期限を定めた規定 

・ 国と同様、利用決定期限 30 日、延長期限 30 日とす

る。 
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を提出する機会を与えなければならない。ただし、当該第三者の所在が判明しな

い場合は、この限りでない。 

報：法人情報のうち、①事業活動により生じるおそれの

ある危害から人の生命等を保護するために公にするこ

とが必要と認められる情報、②違法又は不当な事業活動

により生じるおそれのある影響から県民等の生活を保

護するために公にすることが必要と認められる情報 

３ 知事は、第9条第6項の規定により意見を付された特定歴史公文書等について

利用決定をする場合には、あらかじめ、当該意見を付した実施機関に対し、当該

特定歴史公文書等の名称その他規則で定める事項を書面により通知して、意見書

を提出する機会を与えなければならない。 

・ 本規定は県情報公開条例にはなく、公文書等管理条例

に特有の規定（特定歴史公文書等の保存管理は博物館が

行っているが、当該特定歴史公文書等の内容をより把握

しているのは実施機関であり、利用に当たって、移管の

時点で利用させることに支障があると判断した理由が、

時の経過等によって失われているかを当該実施機関に

改めて確認する必要がある。） 

４ 知事は、第1項又は第2項の規定により意見書を提出する機会を与えられた第

三者が当該特定歴史公文書等を利用させることに反対の意思を表示した意見書

を提出した場合において、利用決定をするときは、利用決定の日と利用させる日 

・ 第三者からの意見が利用に反対する旨の内容であっ

た場合に、利用させる旨の決定をするときは、利用決定

の通知をする日と、実際に利用させる日の間には、第三 

との間に少なくとも二週間を置かなければならない。この場合において、知事は、

利用決定後直ちに、当該意見書（第26条第3項第2号及び第27条第3号におい

て「反対意見書」という。）を提出した第三者に対し、利用決定をした旨及びその

理由並びに利用させる日を書面により通知しなければならない。 

者からの審査請求の機会を与えるために少なくとも 2

週間の期間を設けるとともに、意見書を提出した第三者

に対し、それらの情報を書面により通知することを義務

付ける。 

第20条（利用の方法） 

知事が特定歴史公文書等を利用させる場合には、文書、図画又は写真について

は閲覧又は写しの交付により、電磁的記録については視聴、閲覧、写しの交付等

でその種別、情報化の進展状況等を勘案して規則で定める方法により行う。ただ

し、視聴又は閲覧の方法により特定歴史公文書等を利用させる場合にあっては、

当該特定歴史公文書等の保存に支障を生ずるおそれがあると認めるときその他

正当な理由があるときは、その写しを閲覧させる方法により、これを利用させる

ことができる。 

 

・ 公文書等管理法第19 条等を参考に、県情報公開条例

第18条第5項の区分に合わせて規定 

第21条（費用負担）  
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利用請求に係る特定歴史公文書等（前条ただし書の写しを含む。）の写しの交付

を受けるものは、規則で定めるところにより、当該写しの交付に要する費用を負

担しなければならない。 

・ 利用に当たって写しの交付を受ける場合の費用負担

を規定 

第22条（移管元実施機関による利用の特例） 

特定歴史公文書等を移管した実施機関が知事に対してその所掌事務又は事業

を遂行するために必要であるとして当該特定歴史公文書等について利用請求を

した場合には、第14条第1項第1号の規定は、適用しない。 

 

・ 公文書等管理法第24 条の規定に準じ、特定歴史公文

書等を移管した実施機関が、移管した文書について利用

請求をした場合には、第14 条の利用決定に当たって、

同条第 1 項第 1 号の個人情報等により利用を認めない

旨の規定は適用しないことを規定 

第23条（特定歴史公文書等の廃棄） 

知事は、特定歴史公文書等として保存されている文書が歴史資料として重要で

なくなったと認める場合には、当該特定歴史公文書等を廃棄することができる。 

 

・ 公文書等管理法第25 条の規定に準じ、特定歴史公文

書等が劣化し、記載されている内容が判読できない状態

となった場合に限り廃棄ができることを規定 

２ 知事は、前項の規定により特定歴史公文書等を廃棄しようとするときは、あら

かじめ、審査会の意見を聴かなければならない。 

・ 特定歴史公文書等の廃棄に当たっては、あらかじめ第

三者機関である審査会への意見聴取を義務付け 

第24条（利用の促進） 

知事は、特定歴史公文書等（第14条の規定により利用させることができるもの

に限る。）について、展示その他の方法により積極的に一般の利用に供するよう努

めなければならない。 

 

・ 公文書等管理法第23条の規定に準じ、また、第1条

の目的に鑑み、特定歴史公文書等について、積極的に県

民に利用してもらうため、展示等に努めることを明記 

第25条（保存及び利用の状況の公表） 

知事は、特定歴史公文書等の保存及び利用の状況について、毎年度、その概要

を公表しなければならない。 

 

・ 公文書等管理法第26 条の規定に準じ、特定歴史公文

書等の保存及び利用の状況について、毎年度、概要の公 

 表を行うことを規定 

第4章 審査請求 

〇 本章の規定は、公文書等管理法第21条及び第22条の

規定に準じたものであるが、同規定は行政不服審査法の

読替え及び適用除外の形を採っており、実際の審査請求

の手続が分かりにくいことから、県情報公開条例の規定

を参考に策定 
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第26条（審査請求及び審査会への諮問） 

利用決定等又は利用請求に係る不作為について不服があるものは、知事に対

し、審査請求をすることができる。 

・ 県民等からの特定歴史公文書等の利用請求に対する

県の決定に対し不服がある場合の審査請求の手続につ

いて、県情報公開条例第21 条（諮問等）の規定に合わ

せて整理（第5項及び第7項の規定は、他県の条例には

規定がないものの、県情報公開条例の規定と同様、必要

性に鑑み明記） 

２ 前項の規定による審査請求については、行政不服審査法（平成 26 年法律第 68

号）第9条第1項の規定は、適用しない。 

・ 本条例に基づく審査請求においては、行政不服審査法

に規定する審理員の制度は用いず、第三者機関である審

査会において審理を行うことを規定 

３ 第1項の規定による審査請求があったときは、知事は、次の各号のいずれかに

該当する場合を除き、速やかに、審査会に諮問しなければならない。 

一 審査請求が不適法であり、却下する場合 

二 裁決で、審査請求の全部を認容し、当該審査請求に係る特定歴史公文書等の

全部を利用させることとする場合（当該特定歴史公文書等の利用について反対

意見書が提出されている場合を除く。） 

・ 審査請求があった場合には、当該審査請求が不適法で

却下を行うとき又は審査請求の全部を認容して、特定歴

史公文書等の全部を利用させるとき以外は、必ず第三者

機関である審査会に諮問し、その答申を受けなければな

らないことを規定 

４ 前項の規定による諮問は、行政不服審査法第9条第3項において読み替えて適

用する同法第29条第2項の弁明書の写しを添えてしなければならない。 

・ 第三者機関である審査会への諮問に当たっては、決定

を行った知事の弁明書の写しを添付することを規定 

５ 利用決定に対する第三者からの審査請求があったときは、知事は、審査会の答

申を受けるまで、特定歴史公文書等の利用を停止するものとする。 

・ 第19条第4項の規定と同様に、第三者が利用させる

ことに反対の意思を示したにもかかわらず、当該特定歴

史公文書等を利用させる旨の決定をした場合で、当該第

三者からの審査請求があったときに当該特定歴史公文

書等を利用させると、保護されるべき当該第三者の情報 

 が公になることから、第三者からの審査請求があった場

合には、第三者機関である審査会の答申が出るまでの間

は特定歴史公文書等の利用を停止する旨を規定 

６ 知事は、第3項の規定による諮問に対する答申を受けたときは、これを尊重し

て、速やかに当該審査請求に対する裁決をしなければならない。 

・ 第三者機関である審査会の答申に対して、その内容を

尊重して裁決を行うことを規定 

７ 前項の場合において、当該裁決は、審査請求書が到達した日から起算して90日 ・ 審査請求に対しては、慎重な審理が求められるもので 
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以内に行うよう努めなければならない。 ある一方、速やかな裁決が求められることから、できる

限り迅速な裁決を行うことを努力規定として明記 

第27条（諮問をした旨の通知） 

知事は、前条第3項の規定により諮問をしたときは、次に掲げるものに対し、

諮問をした旨を通知しなければならない。 

 

・ 県情報公開条例第22 条の規定に準じ、審査請求があ

り、第三者機関である審査会に諮問を行ったことを、関 

一 審査請求人及び参加人（行政不服審査法第 13 条第 4 項に規定する参加人を

いう。以下同じ。） 

二 利用請求者（利用請求者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

三 当該審査請求に係る特定歴史公文書等の利用について反対意見書を提出し

た第三者（当該第三者が審査請求人又は参加人である場合を除く。） 

係する者に通知することを明記 

第28条（第三者からの審査請求を却下する場合等における手続） 

第 19 条第 4 項の規定は、次の各号のいずれかに該当する裁決をする場合につ

いて準用する。 

一 利用決定に対する第三者からの審査請求を却下し、又は棄却する裁決 

二 審査請求に係る利用決定等（審査請求に係る特定歴史公文書等の全部を利用 

 

・ 第三者からの審査請求を却下又は棄却し、特定歴史公

文書等の利用を認める裁決を行う場合には、第19 条第

4項の規定を準用し、当該裁決の通知の日から、実際に

特定歴史公文書等の利用を行わせる日までの間を、少な 

させる旨の決定を除く。）を変更し、当該審査請求に係る特定歴史公文書等を利

用させる旨の裁決（第三者である参加人が当該特定歴史公文書等を利用させる

ことに反対の意思を表示している場合に限る。） 

くとも2週間空けることを、県情報公開条例第24条の

規定に準じて規定（当該第三者において裁決を不服とす

る訴訟を提起する準備期間を与えるため） 

第5章 三重県公文書等管理審査会 

〇 本章の規定は、公文書等管理法第28条から第30条ま

での規定に準じて、第三者機関である三重県公文書等管

理審査会に関する規定を整備している。規定の表現につ

いては、県の他の審議会に関する条例の規定を参考とし

た。 

第29条（設置） 

この条例の規定によりその権限に属させられた事項を調査審議するため、審査

会を置く。 

 

・ 第三者機関としての三重県公文書等管理審査会の設

置を規定 

２ 審査会は、前項に定めるもののほか、公文書等の管理に関する重要事項につい

て、実施機関に意見を述べることができる。 

・ 審査会の権能として、本条例において審査会の権限に

属させられた事項（第9条第3項、第26条第3項、第 
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 36 条等）に加えて、公文書等の管理に関する重要事項

について、（実施機関からの要請等を踏まえ）その専門

的知見に基づき、意見を述べることができることとし

た。 

第30条（組織） 

審査会は、委員5人以内で組織する。 

・ 審査会の委員数については、他県の第三者機関の開催

状況及びその内容を参考に、5名程度が適正な委員数と

考えられる。 

第31条（委員） 

委員は、学識経験のある者のうちから、知事が任命する。 

 

・ 委員の任期、守秘義務等に関する規定。任期は2年と 

２ 委員の任期は、2 年とする。ただし、補欠又は増員により任命された委員の任

期は、前任者又は現任者の残任期間とする。 

し、再任可能とする。 

・ 委員選任については、条例公布後直ちに選任手続を行 

３ 委員は、再任されることを妨げない。 う必要がある（令和2年4月1日施行予定として、それ 

４ 委員又は委員であった者は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 までに各実施機関が制定する公文書管理規程及び特定

歴史公文書等の利用に係る規則の制定についての諮問

に対する答申を行う必要があるため）。 

第32条（委員長） 

審査会に委員長を置き、委員の互選によって定める。 

 

・ 審査会の委員長の設置根拠及び委員長が欠けた場合 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 等の職務代理者に関する規定 

３ 委員長に事故があるとき又は委員長が欠けたときは、委員長があらかじめ指名

する委員が、その職務を代理する。 

 

第33条（会議）  

審査会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集する。 ・ 審査会の会議の開催及び会議の進行に関する規定 

２ 委員長は、会議の議長となる。  

３ 会議は、委員の過半数の出席がなければ、開くことができない。  

４ 審査会の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決

するところによる。 

 

第34条（庶務） 

審査会の庶務は、総務部及び環境生活部において処理する。 

 

・ 審査会の所管については、公文書管理と特定歴史公文 
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 書等の保存・利用の両面があることから、二部共管とし

て整理 

第35条（委任） 

この条例に定めるもののほか、審査会の運営に関し必要な事項は、委員長が審

査会に諮って定める。 

 

・ 審査会の運営に関する内部規定を審査会独自で定め

ることができる旨規定 

第36条（審査会への諮問） 

実施機関（議会を除く。）は、公文書管理規程を制定し、又は改廃しようとする

ときは、審査会に諮問しなければならない。 

 

・ 審査会への諮問に関する事項を規定。実施機関が制定

する公文書管理規程の制定及び改正の場合（第11条） 

２ 知事は、この条例に基づく規則を制定し、又は改廃しようとするときは、審査

会に諮問しなければならない。 

並びに特定歴史公文書等の保存及び利用に関する規則

の制定及び改正の場合（第12条、第13条、第15条、

第16条及び第19条から第21条まで） 

第37条（資料の提出等の求め） 

審査会は、その所掌事務を遂行するため必要があると認める場合には、実施機

関又は知事に対し、資料の提出、意見の開陳、説明その他必要な協力を求めるこ

とができる。 

 

・ 公文書等管理法第30条の規定に準じ、審査会自らが、

その所掌事務の遂行のため、実施機関又は知事に対し、

資料提出等の協力要請ができる旨を規定 

第6章 人材育成 

〇 公文書等管理法では「第6章 雑則」に規定されてい

るが、県として公文書の適正な管理をより一層推進して

いくためには、これまで以上に職員への研修の充実を図

っていく必要があることから、1条のみではあるが、章

立てとした。 

第38条 

実施機関は、当該実施機関の職員に対し、公文書の管理を適正かつ効果的に行

うことができるよう、必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必 

 

・ 第1項において（現用）公文書の管理を適正に実施す

るため、各実施機関での研修を義務付け。また、第2項 

要な研修を行うものとする。 において歴史公文書等の重要性及びその意義を理解さ 

２ 知事は、実施機関の職員に対し、歴史公文書等の適切な保存及び移管を確保す

るために必要な知識及び技能を習得させ、及び向上させるために必要な研修を行

うものとする。 

せるため、その保存、移管等について知事が各実施機関

の職員に対し研修を行うことを規定 

※ 職員の誰にでもわかる明確な基準が必要となる。基

準を研修等により各職員に周知することが重要とな 
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 る。 

※ 歴史公文書利用の基礎として、公文書管理の現状を

しっかりと把握する必要がある。 

※ 職員に公文書管理・歴史公文書管理の現場を見せる

と意識づけにつながる。 

第7章 雑則 

〇 本章の規定は、公文書等管理法に規定されているもの

もあるが、県情報公開条例との整合、他県条例の規定を

参考として整備している。 

第39条（刑事訴訟に関する書類等の取扱い） 

次の各号に掲げるものについては、当該各号に定める規定は、適用しない。 

一 刑事訴訟法（昭和23年法律第131号）第53条の2第3項に規定する訴訟に

関する書類（以下「刑事訴訟に関する書類」という。） 第2章の規定 

二 刑事訴訟法第53条の2第4項に規定する押収物 この条例の規定 

・ 山形県及び滋賀県の条例を参考に整理（公文書等管理

法には規定がなく、刑事訴訟法において公文書等管理法

の適用を除外する形を採っている。島根、香川にも同種

の規定あり。） 

・ 刑事訴訟に関して実施機関が保有する公文書につい 

２ 実施機関は、知事と協議して、当該実施機関が保有する刑事訴訟に関する書類

であって、歴史資料として重要なもの（以下この条において「歴史的刑事訴訟書

類」という。）の適切な保存のために必要な措置を講ずるものとする。 

ては、時の経過によって、逆に個人として秘匿したい情

報が含まれていることも考えられる。このため、歴史的

に見て重要という要件を満たすものとして特定歴史公 

３ 実施機関は、前項の規定による協議に基づき、歴史的刑事訴訟書類について、

知事において保存する必要があると認めるときは、当該歴史的刑事訴訟書類を博

物館に移管することができる。 

文書等と整理する考え方と、個人情報等としての秘匿性

との整合を図るため、本条例の規定を直接には適用せ

ず、公文書の内容に応じて知事と実施機関が協議の上、 

４ 実施機関は、前項の規定により博物館に移管する歴史的刑事訴訟書類につい 博物館への移管等を定める形とした。 

て、博物館において利用の制限を行うことが適切であると認める場合には、その

旨の意見を付さなければならない。 

 

５ 前項の規定により意見が付された歴史的刑事訴訟書類について利用請求があ

ったときは、第14条の規定にかかわらず、知事は、利用の制限を行うものとす 

 

る。  

第40条（出資法人等の文書管理） 

実施機関は、法人等で県が出資その他財政支出を行うもののうち、知事が別に

定めるもの及び県が設置する公の施設（地方自治法（昭和22年法律第67号）第 

 

・ 公文書等管理条例検討懇話会の委員から、出資法人等

や指定管理者は、県民から見れば県と同一であり、公文 
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244条第1項に規定する公の施設をいう。）の管理を行うものに対し、その性格、

業務内容等に応じた文書の適正な管理が推進されるよう指導に努めるものとす

る。 

書の適正な管理が求められる立場であるとの意見が示

されていることを踏まえ、実施機関がその指導に努める

ことを規定 

第41条（組織の見直しに伴う公文書等の適正な管理のための措置） 

実施機関は、当該実施機関について統合、廃止等の組織の見直しが行われる場

合には、その管理する公文書について、統合、廃止等の組織の見直しの後におい

てこの条例の規定に準じた適正な管理が行われることが確保されるよう必要な

措置を講じなければならない。 

・ 公文書等管理法第33条に準じて規定 

・ 県の状況において、組織改編に伴う文書の移管が確実

に行われているとは言い難い（まつり博、国民文化祭等

イベント関係で顕著）ため、本規定が必要と考える。 

第42条（規則への委任） 

この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定

める。 

 

 


